
























397
31,262

5,393

       0.70

37,052

H29年度

31,865

31,659

0

0

31,659

31,659

0
21,107

5,262

       0.70

26,369

H30年度

20,802

21,107

0

0

21,107

21,107

0
23,511

5,533

       0.70

29,044

R01年度

11.38 13.02

23,511

0

0

23,511

23,511

食糧自給率の向上、米価の安定、担い手の経営の安定が図られる。

飼料米以外の転作作物（レンコン等）に対する助成につい
ても見直すべきと思われる。

・水田の利活用（転作）に対する助成
・認定農業者への上記助成金の加算
・市推奨米助成

【平成29年度　事業内容】

・水田の利活用（転作）に対する助成
・認定農業者への上記助成金の加算
・市推奨米助成

【平成30年度　事業内容】

・水田の利活用（転作）に対する助成
・認定農業者への上記助成金の加算
・市推奨米助成

【令和元年度　事業内容】

コシヒカリ等主食米の飼料用出荷に対する助成をH28・H29
年度で段階的に削減し、H30年度以降は専用品種に
一本化する。またH29年度から「ふくまる」の作付けに対
して助成を行い、産地化を促進するとともに、将来的には
地域オリジナル米としての付加価値化を目指す。

米政策推進事業（政策）

水田耕作者

03

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

担い手経営安定法　等

経営所得安定対策事業

01

行政主体

主食米の需給調整を効率的に進め、米価の安定を下支えするとともに、飼料米を中心に水田を有効に活用するこ
とで、食料自給率の向上、水田農業の担い手を支援する。

06

平成30年度

補助事業

13 委託料
19 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

①農業経営基盤の強化

農林水産課

農政担当

政策経費
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■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

活力ある産業の育成につながっている。

本市の基幹産業である産業振興を図るものであり、妥当である。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

飼料米を中心とした水田の活用を継続的に推進することと併せ、輸出用米への取り組みなどに
より、米価の安定・担い手の経営発展につながるものである。

農家所得の減少に直接作用するとともに、飼料米や麦、大豆など所得安定対策なしでは成り立
たない品目も多く、結果として不作付け地が拡大する。

国・県の経営所得安定対策の動向を注視し、類似事業の整理を行う余地がある。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

県費１０割助成による臨時職員の活用を実施しており、すでに職員が１名減になっていること
から、削減の余地はない。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

農業の担い手に対する助成事業であり、公平性は保たれている。

     164.51      116.08        0.00

       2.00        2.00        0.00

新規需要米（飼料用米等）の生産面積

市広報誌への掲載等による推進活動回数

     182.00      118.00        0.00

       3.00        3.00        3.00

飼料米・奨励米の作付推進

飼料米・奨励米の作付推進

多様な米づくりの推進として、「ふくまる」の産地化を支援し、高付加価値化を高めるため、
特別栽培に対する支援を継続する。また、輸出用米に対する支援を実施する。

仲戸禎雄
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

生産目標達成に向けた支援は引き続き必要である。一方で、主食用米である「ふくまる」については、市ブランド米である「ふくまる
厳選米」として高付加価値化による所得安定を図るため、引き続き支援を継続する必要がある。

鈴木芳明
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

国・県の動向を踏まえ、市の方針を明確にし、担い手にとって有益となる施策に誘導していく必要がある。

ha

      90.00       89.41        0.00

      16.32       19.78        0.00

生産調整された面積に対しての実際の生産面積
     100.00      100.00      100.00

      19.00       23.00       23.00

生産目標の達成

「ふくまる」の作付面積

％

ha
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0
2,519

1,926

       0.25

4,445

H29年度

500

2,519

0

0

2,519

2,519

420
1,384

1,880

       0.25

3,684

H30年度

500

1,804

0

0

1,804

1,804

0
500

1,976

       0.25

2,476

R01年度

-72.2 0.00

500

0

0

500

500

土地改良施設の適正管理・長寿命化の促進。

無

・土地改良区等が実施する土地改良事業
及び維持管理事業に対する補助

【平成29年度　事業内容】

・土地改良区等が実施する土地改良事業
及び維持管理事業に対する補助

【平成30年度　事業内容】

・土地改良区等が実施する土地改良事業
及び維持管理事業に対する補助

【令和元年度　事業内容】

土地改良区等が実施する土地改良事業及び維持管理事業に
対し、補助金を交付する。また、県営事業で実施している
整備事業に対し交付金を負担する。

土地改良整備支援事業（政策）

土地改良区等

03

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

土地改良法等

土地改良助成事業
農地維持・資源向上対策事
業

01

行政の関与

土地改良区等で実施する施設の維持管理に係る修繕等への対応力を確保することにより受益者の経営安定を図る
。

08

平成30年度

補助事業

17 公有財産購入費
19 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

②生産基盤と環境の整備

農林水産課

産業振興担当

政策経費
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■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

農業生産基盤の強化に繋がると考えられるため。

農業生産基盤の強化に繋がると考えられるため。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

より効果的な事業の在り方を見直すことで農業生産基盤強化に繋がるため。（土地改良区等は
国・県の事業検討を推進）

小規模な水利組合等の運営に影響があるため。

地域に応じた組織された土地改良区等に対する市独自の補助事業であるため。

H30年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

多面的機能支払交付金等の他補助事業を活用している団体については、当該事業の利用抑制が
可能であるため。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

組織規模が大きい団体は、土地改良法に基づく国・県補助事業を利用することができ、本事業
はその補助事業を利用できない小規模な団体に対する救済措置的な位置づけとなっている。

       1.00        2.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

小規模土地改良事業要望件数
       2.00        2.00        2.00

       0.00        0.00        0.00

故障箇所数

農業水利施設等の約４割が今後10年間で標準耐用年数を超過する見込みであるなど、土地改良
施設の老朽化が進行しているため、より効果的な事業展開をし計画的な維持保全管理を推進し
ていく。

仲戸　禎雄
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

土地改良施設は老朽化が特に顕著であるため、破損及び機能不全等の際には早急な対応に努めること。また、国庫補助事業である農地
維持・資源向上対策事業（多面的機能支払交付金）に振り分けて対応することも検討されたい。

鈴木　芳明
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

土地改良施設は老朽化が進んでいることから、機能維持のため計画的な修繕が必要である。

箇所

       1.00        2.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

小規模土地改良事業整備件数
       2.00        2.00        2.00

       0.00        0.00        0.00

整備箇所数 箇所
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2
5,415

3,082

       0.40

8,499

H29年度

5,502

5,417

0

0

5,417

5,417

2
5,394

2,631

       0.35

8,027

H30年度

5,502

5,396

0

0

5,396

5,396

2
5,500

2,766

       0.35

8,268

R01年度

1.96 0.00

5,502

0

0

5,502

5,502

土地改良区等の適正な運営を持続させる。

経常経費と政策経費に区分けしたことに伴い、Ｈ28より指
標内容を一部変更しています。

・土地改良区等への事業費補助

【平成29年度　事業内容】

・土地改良区等への事業費補助

【平成30年度　事業内容】

土地改良区等への事業費補助

【令和元年度　事業内容】

土地改良区等を構成する農家等の負担軽減を図るため土地
改良区等へ補助金を助成し、地域の農地を維持し改良する
ための事業を推進する。

土地改良助成事業（政策）

土地改良区等

05

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

土地改良法等

土地改良整備支援事業
国営造成施設管理体制整備
事業

01

行政の関与

農地を整備し、又は管理するために土地改良区若しくは水利組合、その他の団体（以下「土地改良区」という。
）等を組織する農家等の負担軽減を図り、運営の円滑化を図ることを目的とする。

08

平成30年度

補助事業

09 旅費
19 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

②生産基盤と環境の整備

農林水産課

産業振興担当

政策経費
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■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

土地改良区の運営基盤強化等に繋がると考えられるため。

土地改良区の運営基盤強化等に繋がると考えられるため。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

より効果的な事業の在り方を見直すことで向上に繋がるため。

土地改良区への運営費の補助であり、直接的に米の生産構造に影響がある。

営農活動に対する市独自の事業であるため。

H30年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

補助基準の見直しにより、削減の余地がある。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

土地改良区の受益面積単価を基準として算出しており、市内全域に効果が波及するため。

      21.00       21.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

土地改良区等事業費補助金申請件数
      21.00       21.00       21.00

       0.00        0.00        0.00

補助申請件数

効率的な事業展開をしていくこと。

仲戸　禎雄
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

農家の高齢化や農地集積等の問題からも、土地改良区の事業推進や合併に向けた取り組みを継続して実施すること。

鈴木　芳明
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

土地改良区の合併又は事業推進については、課題として受け止め慎重な対応をすること。

件

      21.00       21.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

土地改良区等事業費補助件数
      21.00       21.00       21.00

       0.00        0.00        0.00

補助対応件数 件
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500
12,560

1,926

       0.25

14,986

H29年度

13,060

13,060

0

9,100

3,960

13,060

500
12,560

1,504

       0.20

14,564

H30年度

13,060

13,060

0

9,100

3,960

13,060

500
12,560

1,581

       0.20

14,641

R01年度

0.00 0.00

13,060

0

9,100

3,960

13,060

国営造成施設（出島用水機場関連施設）の適正な運営の維持
土地改良施設の多面的機能（景観形成、水害対策等）の促進。

成果指標のH29年度実績訂正（計画策定の進捗率）
※管理体制整備計画に位置付けた目標に基づき行われた毎
年度の取組の実施状況評価内容を成果指標の実績とした。

霞ヶ浦土地改良区の管理する国営施設で
造成された基幹的水利施設の管理体制の
整備、強化費及び施設の持つ多面的機能
の啓発活動費に対し、補助金（国５０%
・県２０%・市３０%）を交付する。

【平成29年度　事業内容】

霞ヶ浦土地改良区の管理する国営施設で
造成された基幹的水利施設の管理体制の
整備、強化費及び施設の持つ多面的機能
の啓発活動費に対し、補助金（国５０%
・県２０%・市３０%）を交付する。

【平成30年度　事業内容】

霞ヶ浦土地改良区の管理する国営施設で
造成された基幹的水利施設の管理体制の
整備、強化費及び施設の持つ多面的機能
の啓発活動費に対し、補助金（国５０%
・県２０%・市３０%）を交付する。

【令和元年度　事業内容】

県と市が連携し、国営造成施設を有する土地改良区の管
理体制の整備を図る。また、土地改良区の管理体制の整備
を促進するため、推進事業・支援事業に対し負担する。

国営造成施設管理体制整備事業（政策）

土地改良区等

07

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

国営造成施設管理体制整備促進事業実施要

綱・要領等

土地改良助成事業（政策）

01

行政の関与

国営及び県営事業により造成された農業水利施設のもつ多面的機能について、県と市が連携し、国営造成施設を
有する土地改良区の管理体制の整備を図る。

08

平成30年度

補助事業

13 委託料
19 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

②生産基盤と環境の整備

農林水産課

産業振興担当

政策経費

19



■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

土地改良区の管理体制強化に繋がると考えられるため。

土地改良区の管理体制強化に繋がると考えられるため。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

事業主体である霞ヶ浦土地改良区から市土地改良区連絡協議会へ実質的に業務が委任されてい
るが、事業主体により事業を実施できれば、より効率的な事業展開が可能である。

出島揚水機場の管理・運営が困難になる。

他補助事業と重複できない国庫補助事業であるため。

H30年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

出島揚水機場は運用開始から約28年経過し、施設の老朽化が進行している中、今後施設整備補
修費の増加や電気料金の見直し（燃料調整費の増）により管理運営費の増加が見込まれる。

R01年度

□公平・公正である ■見直す余地がある

市協議会での運営を継続するのであれば、協議会構成土地改良区の合意形成が必要。

       1.00        1.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

国営造成管理体制整備事業の推進事業・支援事業助成件数
       1.00        1.00        1.00

       0.00        0.00        0.00

助成件数

市協議会としての運営体制の改善、または本来の事業主体である霞ヶ浦土地改良区による事業
実施に移行し、効果的な事業展開をしていく。
出島揚水機場の長寿命化を図るため、施設の劣化状況等の機能診断、施設の機能を保全するた
めに必要な対策方法等を定めた機能保全計画等を策定し、計画的な整備補修を実施していく必
要がある。

仲戸　禎雄
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

施設の長寿命化を図るための機能保全計画等を策定及び適切な維持管理が図られるよう指導されたい。

鈴木　芳明
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

円滑な事業推進により、基幹水利施設の維持修繕及び管理体制強化を図ること。

件

      80.00       83.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

国営造成管理体制整備事業の推進事業に対しての計画による進捗率
     100.00      100.00      100.00

       0.00        0.00        0.00

計画策定の進捗率 ％
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1,253
104

771

       0.10

2,128

H29年度

1,854

1,357

0

553

804

1,357

0
104

1,128

       0.15

1,232

H30年度

104

104

0

0

104

104

3,500
104

1,186

       0.15

4,790

R01年度

3,365 3,365

3,604

0

1,400

2,204

3,604

森林の保護及び児童・生徒の健全育成。

無

・森林愛護運動等に係る支援。
・林道法面補修工事

【平成29年度　事業内容】

・森林愛護運動等に係る支援。

【平成30年度　事業内容】

・森林愛護運動等に係る支援。
・林道舗装補修工事

【令和元年度　事業内容】

緑の少年団が実施する緑化活動に対し、支援を行う。

林業振興事業（政策）

緑の少年団

03

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

緑の募金による森林整備等の推進に関する

法律

無

02

行政の関与

森林保護・緑化推進活動を通して、緑に対する愛護精神の涵養を図る。

01

平成30年度

負担金

15 工事請負費
19 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

⑥林業振興

農林水産課

産業振興担当

政策経費
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■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

豊かな学びと創造のまちづくり（教育の充実）に繋がると考えられる。

豊かな学びと創造のまちづくり（教育の充実）に繋がると考えられる。

H29年度

■余地がない □見直す余地がある

□影響がある ■影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

活動意欲のある市内小中学校が少年団を結成し実施しているが、新規での少年団設立は困難な
状況である。

限定された範囲での活動事業であるため。

茨城県緑化推進機構が推進し、その連携を前提に実施されるため。

H30年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

茨城県緑化推進機構が推進し、その連携を前提に実施されるため。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

活動意欲のある市内小中学校が少年団を結成し実施しているため。

       4.00        4.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

緑の少年団補助要望件数
       4.00        4.00        4.00

       0.00        0.00        0.00

森林愛護運動に係る補助要望

茨城県緑化推進機構との連携による事業推進を実施。
林道災害を未然に防ぐために、林道の状態を随時点検し、必要に応じ県単林道事業等による林
道補修検討を随時行う。

仲戸　禎雄
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

環境教育の学びの観点からも、森林愛護運動に参加する団体の増加に努めること。

鈴木　芳明
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

緑化推進活動を通じた児童生徒の健全育成を図るため、継続的に森林愛護運動を推進すること。

件

       4.00        4.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

緑の少年団補助対応件数
       4.00        4.00        4.00

       0.00        0.00        0.00

森林愛護運動に係る補助対応 件
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0
1,258

771

       0.10

2,029

H29年度

1,369

1,258

0

0

1,258

1,258

0
1,275

752

       0.10

2,027

H30年度

1,373

1,275

0

0

1,275

1,275

1,000
1,375

791

       0.10

3,166

R01年度

86.27 72.97

2,375

0

0

2,375

2,375

水産資源の回復と漁業者の経営安定。

無

・水産振興事業（各団体等補助金、わか
さぎ孵化放流事業など）。

【平成29年度　事業内容】

・水産振興事業（各団体等補助金、わか
さぎ孵化放流事業など）。

【平成30年度　事業内容】

水産振興事業（各団体等補助金、わかさ
ぎ孵化放流事業など）。

【令和元年度　事業内容】

霞ヶ浦の重要な水産資源であるわかさぎ等の増産を図り、
並びに水産業の振興と組合員の生活を守るための支援を行
う。

水産振興事業（政策）

水産業関連団体等

03

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

漁業法等

無

03

行政の関与

水産資源の回復と漁業者の経営安定を図る。

01

平成30年度

補助事業

13 委託料
19 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

⑦水産業振興

農林水産課

産業振興担当

政策経費
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■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

水産振興に繋がると考えられるため。

水産振興に繋がると考えられるため。

H29年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

情勢に応じて、より効果的な事業の在り方を見直すことで向上に繋がるため。

産業の活性化や漁業者数の減退に繋がるため。

情勢に応じ、国や県の支援を活用したり、より効果的な運用を目的とした各種補助事業の見直
しなどが考えられるため。

H30年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
□人件費の削減余地がない ■人件費の削減余地がある

情勢に応じ、国や県の支援活用や事業見直しなどが有り得るため。

R01年度

■公平・公正である □見直す余地がある

水産業関係者（水産受益者）全体を対象とした事業であるため。

       2.00        2.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

補助事業申請の承認件数
       2.00        2.00        2.00

       0.00        0.00        0.00

補助承認件数

情勢に応じ、より効果的な事業展開をしていくこと。

仲戸　禎雄
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

ワカサギ等、水産資源の消費が伸び悩んでいるため、その消費拡大により水産業の振興を図られたい。

鈴木　芳明
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

水産業の維持を図るため各種取り組みを行うこと。

件

     112.00      105.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

漁業組合員の人数
     117.00      112.00      105.00

       0.00        0.00        0.00

漁業者の人数 件
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